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研究成果の概要（和文）：様々なリスクコミュニケーションの中でも、医薬品のリスクコミュニケーションに焦
点を当て、グループインタビュー調査、アンケート調査を基に一般市民のリテラシー、リスクコミュニケーショ
ン活動の実態を明らかにした。またアンケート調査の詳細な分析から、特に医薬品の専門家である薬剤師を活用
する余地があることが判明した。さらに文献調査によって、リスクコミュニケーションの中でもとくに重要な分
野を選定する作業を実施した。

研究成果の概要（英文）：Putting a focus on risk communication about drugs and medicines, we explain 
the actual condition of the citizen’s literacy and the risk communication activities, based on 
group interviews and questionnaires. Detailed analysis of questionnaires shows that there is much 
room for using pharmacists. Moreover, through literature research, we select the important areas of 
risk communication.

研究分野： 科学論

キーワード： リスクコミュニケーション
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１．研究開始当初の背景 
「リスクコミュニケーション」という言葉

は両義的な評価を受けるものである。批判的
な評価の具体例としては、所詮リスクを受容
させるためのパブリック・アクセプタンスの
一種に過ぎないのではないか、というものが
ある。確かにパブリック・アクセプタンス推
進の文脈でリスクコミュニケーションが言
及されることも少なくない。しかし一方で、
社会の重要問題において、我々自身がリスク
について何らかのコミュニケーションを実
施しなければならないことは回避しがたい
事実である。実際に単なるパブリック・アク
セプタンスではない、民主主義社会の要請に
従う形でのリスクコミュニケーションの模
索も行われてきた。 
 それにもかかわらず、東日本大震災・福島
第一原子力発電所事故後の日本社会におけ
るリスクコミュニケーションは肯定的に評
価できるものではなかった。リスクをめぐっ
て、混乱や不信に満ちたコミュニケーション
が展開されたことは周知の通りである。これ
は米国を中心に発展してきたリスクコミュ
ニケーション概念が日本社会にいまだ十分
に定着していなかったためであろうか？そ
れともそうしたリスクコミュニケーション
概念に何らかの問題が存在していたのだろ
うか？ 
一方で、そうした既存のリスク理論研究の

影響を踏まえつつも、そうではなく、現行の
「リスクコミュニケーション」過程の特徴・
性格を詳細に検討し、放射線に関するリスク
コミュニケーションの問題点を析出する必
要があると考え、各事例の分析を実施するこ
ととした。 
  
２．研究の目的 
本研究は、リスクコミュニケーションを事

例間で比較することで、特に日本のリスクコ
ミュニケーションの特徴を明らかにするこ
とを目標とするものである。 
従来のリスクコミュニケーション論では

「リスクの性格付け」（risk characterizatio
n）が中心的概念として構築され、当該リス
クの大小や特徴を市民に伝えることが、リス
クコミュニケーション過程を実りあるもの
にすることが強調されており、比較研究によ
って、それぞれのリスクの特徴を抽出し、そ
の特徴がどのようにリスクの社会問題化過
程、そしてリスクコミュニケーション過程に
影響を及ぼしたのか、及ぼさなかったのかを
明確にする。これを通じて、東日本大震災・
福島第一原子力発電所事故後の放射線を中
心とする日本におけるリスクコミュニケー
ションの特徴をより立体的に把握すること
を目標とする。 
これらの試みを通じて、既存リスクコミュ

ニケーション研究における、リスクを所与と
してコミュニケーション過程に視野を限定
する傾向を打ち破り、より体系的なリスクコ

ミュニケーション研究の確立につなげるこ
とが、本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
 主な研究方法としては次の四つの手法を
取った。 
(1) 第一の方法は Web of Science や Cinii   
Articles 等を用いたリスクコミュニケーシ
ョンに関する文献の系統分析である。海外の
文献や国内の文献の調査を通じて、現在のリ
スクコミュニケーション論の中で特に重要
視されている分野を選定した。 
 
(2) 第二の方法としては、グループインタビ
ュー調査を実施した。リスクコミュニケーシ
ョンの中でも医薬品に関するリスクコミュ
ニケーションを重点的に調査し、薬剤師に対
してグループインタビュー調査を実施した。
具体的には 2 回に分けて、6 名の薬剤師を招
き、2 時間程度の時間をかけて、録音を行い
ながら調査を行った。薬剤師は大規模チェー
ン店の薬剤師、個人薬局の薬剤師、病院前の
薬局の薬剤師と多様な属性を持っていた。こ
の調査により、医薬品に関するリスクコミュ
ニケーションの現場の状況を理解すること
ができた。 
 
(3) 第三の方法としては、医薬品のリスクコ
ミュニケーションに関連して、首都圏の三つ
の薬局にてアンケート調査を実施した。具体
的なアンケート項目としては、「性別と年齢」、
「薬についての入手経路」、「薬局の利用頻
度」、「薬剤師の説明のわかりやすさ、説明時
間の長さ、相談のしやすさ、市販薬について
の相談」、「処方薬の量・種類、費用、効果に
ついて」、「処方薬を変更する必要を感じたこ
とがあるか、実際に変更依頼したことがある
か」、「薬の使用実態と薬に対する考え方」、
「漢方薬の印象や効果、信頼性、副作用」、「薬
の副作用体験、副作用情報の認知経路、薬害
との関連、思い浮かべる症状」、「薬及び副作
用についての自由記述」を取り上げ、一般の
人々の医薬品リテラシー等の実態を分析し
た。 
 
(4) 第四の方法としては、隔月に一回のペー
スで進められた研究会を基礎として研究活
動を行った。具体的にはリスクコミュニケー
ションやクライシスコミュニケーションを
主題とする Handbook である、Handbook of  
Risk and Crisis Communication(Routledge,
 2010)、Handbook of Crisis Communication
(Wiley-Blackwell, 2012)の読解によってリ
スクコミュニケーション・クライシスコミュ
ニケーションの現在の理論状況がどのよう
になっているかを把握した。 
また各分野のリスクコミュニケーション

に関する先行研究を調査した上で文献リス
トを作成し、重要なリスクコミュニケーショ
ン分野の選定を実施した。 



 
４．研究成果 
(1) 医薬品のリスクコミュニケーションに
関連して実施したグループインタビュー調
査、アンケート調査を基に、第 43 回日本毒
性学会学術年会にて学会発表を行った。  
研究分担者の花岡を発表者とする発表で

は、専門家と一般市民の間でシェアードディ
シジョンメイキングを実施していく重要性
が指摘される状況の中で、一般市民の医薬品
リテラシーがどの程度のものであるかにつ
いて、薬局におけるアンケート調査等を用い
て論じた。 
研究代表者の廣野を発表者とする発表で

は、他の分野のリスクコミュニケーションと
比較した際に、アクター間のコミュニケーシ
ョンシステムの構築等、医薬品リスクコミュ
ニケーションには改善すべき点が多くある
ことを指摘した。 
また特任研究員の田野尻を発表者とする

発表では、漢方に関するセミナーを具体的な
事例として取り上げ、漢方をめぐるリスクコ
ミュニケーションが西洋医学と両立する形
で現在においても実施されていることを明
らかにした。 
研究分担者の定松を発表者とする発表で

は、子宮頸がんワクチンの問題を取り上げ、
副作用・副反応に関する対応を中心として、
医薬品リスクコミュニケーションとの比較
を行った。 
 
(2) 第 16 回科学技術社会論学会年次大会に   
て特任研究員の田中が 2009 年の日本におけ
る新型インフルエンザ流行に関するリスク
コミュニケーションをテーマとする発表を
行った。 
発表の中では、新型インフルエンザをめぐ

る中央におけるリスクコミュニケーション
と地方におけるリスクコミュニケーション
を取り上げ、比較検討した。 
その結果、中央においては、厚生労働省、

専門研究機関（国立感染症研究所）、マスメ
ディアが勉強会等を開催することで、双方向
性のリスクコミュニケーションを行ってい
ることが判明した。 
一方、地方に関しては日本で初の感染者が

確認された神戸市と関東で初の感染者が確
認された川崎市の事例を取り上げた。両自治
体ともに、自治体と専門家とマスメディアと
の間で首尾よく双方向的にコミュニケーシ
ョンが行われていたわけではなく、行政官の
個人的なつながりに依存したコミュニケー
ションや、現場の専門家に情報が上手く伝わ
らないような遅延したコミュニケーション
が確認された。また川崎市では感染者等に対
する誹謗中傷というパニックの発生を防ぐ
ことができなかった。 
以上の分析を踏まえ、双方向性のリスクコ

ミュニケーションが地方レベルでなされる
にはどのようにすれば良いのかを問うこと

が、日本のリスクコミュニケーションにおけ
る大きな課題であると指摘した。 
 
(3) 医薬品のリスクコミュニケーションに関 
連して、『科学技術コミュニケーション』誌
に論文を発表した。 
医薬品のリスクコミュニケーションを主

題とした理由の一つは、副作用死亡リスクは
10 万分の 1 と 100 万分の 1 のあいだにあり、
許容リスクすれすれの線にあり、死亡以外の
リスクも含めれば、医薬品の副作用リスクは
けっして看過できる状況にはないにも関わ
らず、医薬品のリスクコミュニケーションに
関する先行研究は少ないからである。 
また先行研究では、知識レベルのリテラシ

ーをもっぱら問題とするような調査になっ
ており、知識が行動とどう関連しているかに
ついては必ずしも調査が十分ではないとい
う特徴が見られる。そこでリスク回避行動
（薬剤師への相談や処方箋の変更依頼）に注
目しながら，新たなアンケート調査を首都圏
の三つの薬局で実施した。 
論文の中ではとくこのアンケート調査に

基づく分析を行った。その結果、「医師より
も薬剤師の方が相談しやすい」という人が半
数を上回っていた。しかし、「医師に処方の
変更をお願いしたことがあるか」と「薬剤師
に処方の変更をお願いしたことがあるか」と
いう問いに関しては、医師にお願いしている
人の方が多いことが分かった。 
そのため、「薬剤師の方が相談しやすい」

と感じていても、必ずしも「薬剤師に処方の
変更をお願いしている」わけではないという
結果が生じていることとなり、医薬品をめぐ
るリスクコミュニケーションの質と一般市
民の医薬品リテラシーの向上のために、医師、
看護師、製薬企業等の各アクターの中でもと
くに医薬品の専門家である薬剤師を活用す
る余地があることが判明した。 
以上から、患者が医薬品に関して医師にで

はなく薬剤師に問うための社会的なインデ
ックス情報の重要性が示唆された。 
 
(4）Handbook の読解を通して、リスクコミュ
ニケーションとクライシスコミュニケーシ
ョンの理論状況を把握した。その結果、従来
のクライシスコミュニケーション論では、危
機以前、危機の最中、危機以後のフェーズに
分けてコミュニケーションの過程が分析さ
れていることが分かった。 
その中でも危機以前のフェーズでは対話

としてのリスクコミュニケーションが、危機
以降のフェーズでは学習としてのリスクコ
ミュニケーションが重視されていることが
分かった。 
さらに双方向性コミュニケーションがク

ライシスコミュニケーションには重要であ
るが、危機の最中のフェーズには行うもので
はなく、このフェーズでは指示的コミュニケ
ーションを実施すべきとされている点が特



徴として認識された。 
またクライシスコミュニケーションに隣

接する分野として、イシューマネジメント、
リスクマネジメント、評判マネジメント、災
害コミュニケーションが存在することも判
明した。 
その中でも例えば評判マネジメントに関

しては、危機以前の段階で実施しておくこと
がクライシスコミュニケーションにおける
ステイクホルダーとの関係の観点からも重
要であり、評判マネジメントとクライシスコ
ミュニケーションとの間に密接に関連する
部分があることが理解された。 
 
(5) 文献研究の結果等を踏まえて、リスクコ
ミュニケーションの中でもとくに重要な分
野を選定する作業を実施した。その結果、具
体的には放射線、医薬品、新型インフルエン
ザ、ワクチン、化学物質、食品、学校安全、
情報、テロリズムをリスクコミュニケーショ
ンの重要分野として選出した。 
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